
 

 

 －消費者教育講師養成講座のススメ－  

 
主催：財団法人消費者教育支援センター  

         後援：内閣府、文部科学省、(社）消費者関連専門家会議、日本弁護士連合会 
ビザ・インターナショナル・アジア・パシフィック・リミテッド（予定） 

振り込め詐欺、フィッシング詐欺などの新たな消費者被害が拡大・増加するなかで、各地自治体の支援の
もとに消費者教育講師養成講座が、全国的な広がりを見せてきています。このような講座で学んだ市民が出
前講師となった悪質商法対策などの啓発活動も活発化しています。市民参画・協働型の消費者行政や消費者
教育の推進は、消費者基本法の基本理念の一つである「消費者の自立」を図る上でも大切です。 
今回は、消費者教育講師養成講座を実施している機関の担当者を交え、講座の進め方・ノウハウ等の共有

化をめざし、消費者教育の一層の推進を図るセミナーとしたいと考えています。特に、自治体の消費者行政
担当者、教育委員会の社会教育担当者及び教員、民生委員、企業の消費者対応担当者等の皆さんとの連携の
可能性を追求したいと思います。 

 

● 開催要領 ● 

○ 日  時：2005 年８月４日（木）  ８月５日（金）：見学会→裏面参照 
○ 場  所：国立オリンピック記念青少年総合センター [東京・代々木] 
○ 受  付：午前９時 30 分より 国際交流棟 国際会議室 
○ 定   員：200 名（先着順） 
○ 参 加 費：一般参加者 3,000 円 

ニュースレター購読会員（個人会員および法人会員） 1,000 円 
○ 申込方法：裏面の申込書に必要事項をご記入の上、FAX 等でお申込みください。 
     参加票を事前にお送りいたしますので、当日ご持参ください。 

 

● プログラム ● 
＜午前＞ 
10 時 00 分  開会挨拶（消費者教育支援センター理事長 宇野政雄） 来賓挨拶 

10 時 15 分  特別講演 ダニエル・リンツ氏（ビザ・インターナショナル・アジア・パシフィック・リミテッド広報部長） 

             「コンピュータ・ネットワーク社会の課題」 
～フィッシング詐欺・スキミング対策の現状と将来 

11 時 30 分  調査報告（内閣府高齢者調査、文部科学省公民館調査） 
12 時 00 分  昼食・懇親会 

◇表彰式：消費者教育教材資料表彰（行政編）  
    消費者教育教材資料表彰（企業・業界団体編）最優秀賞 

＜午後＞ 
13 時 30 分  行政表彰の講評・報告 
      －選考委員長による第２回行政表彰の講評と教材の紹介 

～休憩～ 

14 時 20 分  シンポジウム「地域に広げる消費者教育」 
コーディネーター  東珠実 椙山女学園大学教授 

パネリスト        北海道消費生活センター 

栃木県消費生活センター              （裏面に続く） 

 



HP③0609 

  
東京都世田谷区区民講師「ひとえの会」 

埼玉県狭山市消費生活センター 

兵庫県川西市消費生活センター 
17 時 15 分  閉会 

 
見学会 

○  日  時：2005 年８月５日（金） 
○ 場  所：午前／東京港見学会（竹芝） ※荒天の場合、変更あり 
               視察船「新東京丸」に乗船し、海上から物流の拠点としての東京港を見学 

午後／日本銀行本店 金庫、貨幣博物館の見学 
○ 定   員：50 名（先着順） 
○ 参 加 費：一般参加者 3,000 円 

ニュースレター購読会員（個人会員および法人会員） 1,000 円 

 
シンポジウム・見学会 2005 参加申込書 FAX：03-5790-5340 

氏名
し め い

 
 
             

ニュースレター 
会員番号※１ 

 

ご所属 
 
 

ご住所 
（参加票送付先） 

（〒      ）  （ 自宅 ・ 勤務先 ） 
 
 
  TEL：          FAX： 

 
８月４日（木） シンポジウム 参加  不参加 

８月５日（金） 見学会    参加  不参加 

ニュースレターの

年間購読 ※２ 
申し込む  ・  申し込まない     (いずれかに○) 

※１  『消費者教育研究－NICE ニュースレター』購読会員の方は、送付した封筒の宛名ラベルにある会員番号を

ご記入ください。（例：P00001） 

※２  2005 年度の年間購読料は個人 3,000 円、法人 5,000 円です。非会員の方が今回お申し込みいただいた 

場合、参加費は会員料金となります。（法人の場合は３名まで会員価格。賛助会員企業は無料） 

※３  参加費には当日の昼食代および資料代を含みます。 

※４  講師等の都合により、セミナー内容を変更させていただく場合もありますのでご了承ください。 

＜お問い合せ先＞  財団法人 消費者教育支援センター 
〒151-0053 東京都渋谷区代々木 5-64-5-101 
TEL： 03-5454-3091 FAX： 03-5790-5340 

 
 

 

 

★消費者教育教材資料表彰（行政編）について 

 行政機関が作成する教材資料のうち、学校で活用できる優秀な作品（印刷資料、視聴覚資料、実験・実習

キット、ホームページ）を表彰する制度です。平成 14 年度より隔年で募集し、当日は第２回の優秀賞を表彰し

ます。シンポジウム会場では、最新の優秀賞作品を無料配布いたします。 


